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議案第７５号                                      主要改正点 

  ・機構改革に伴い、当該条文の変更を行ったこと。 

  大東市長の内部組織の設置および分掌事務に関する条例  新旧対照表 
 

新  旧 

   

第１条 （略） 

 （内部組織の設置） 

第２条 （略） 

 (1) （略） 

 (2) 行政改革推進室 

 (3) 戦略企画部 

 (4) （略） 

 (5) （略） 

 (6) （略） 

 (7) （略） 

 (8) （略） 

 (9) （略） 

 （分掌事務） 

第３条 （略） 

２ 行政改革推進室の分掌する事務は、行政改革および行政経営に関することとする。 

 

 

３ 戦略企画部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市政の総合企画および総合調整に関すること。 

(2) 総合計画（基本構想および基本計画に関することに限る。）に関すること。 

(3) 総合戦略に関すること。 

(4) 秘書に関すること。 

(5) 栄典および表彰に関すること。 

(6) 広報および広聴に関すること。 

 第１条 （略） 

 （内部組織の設置） 

第２条 （略） 

 (1) （略） 

 (2) 地方創生局 

 

 (3) （略） 

 (4) （略） 

 (5) （略） 

 (6) （略） 

 (7) （略） 

 (8) （略） 

 （分掌事務） 

第３条 （略） 

２ 地方創生局の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 大東市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進、調整等に関すること。 

(2) 市長マニフェストの推進、調整等に関すること。 

３ 政策推進部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 市政の総合企画および総合調整に関すること。 

(2) 総合計画および実施計画に関すること。 

(3) 行政改革および行政経営に関すること。 

(4) 公有財産の活用に関すること。 

(5) ファシリティマネジメントの調査研究および企画に関すること。 

(6) 秘書に関すること。 
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新  旧 

   

(7) 統計および調査に関すること。 

(8) 市の魅力づくりおよびシティセールスに関すること。 

(9) 情報化に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 政策推進部の分掌する事務は、次のとおりとする。 

 (1) 総合計画（実施計画に関することに限る。）に関すること。 

 (2) 財政に関すること。 

 (3) 新庁舎整備に関すること。 

 (4) 産業の振興に関すること。 

 (5) 労働行政に関すること。 

 (6) 公民連携に関すること。 

５ （略） 

 (1) ～ (5) （略） 

 (6) 行政評価に関すること。 

 (7)  （略） 

 (8) （略） 

 (9) 契約に関すること。 

 (10) （略） 

 (11) （略） 

 (12) （略） 

 (13) （略） 

(7) 栄典および表彰に関すること。 

(8) 広報および報道に関すること。 

(9) 市民相談および広聴に関すること。 

(10) 市の魅力づくりおよびシティセールスに関すること。 

(11) 財政に関すること。 

(12) 情報化に関すること。 

(13) コンピュータに関すること。 

(14) 統計および調査に関すること。 

(15) 産業の振興に関すること。 

(16) 労働行政に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

４ （略） 

 (1) ～ (5) （略） 

 

 (6)  （略） 

 (7) （略） 

 (8) 用度に関すること。 

 (9) （略） 

 (10) （略） 

 (11) （略） 

 (12) （略） 
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新  旧 

   

 

 (14) ～ (15) （略） 

６ （略） 

 (1) ～ (8) （略） 

 (9) 戸籍、住民基本台帳および印鑑登録に関すること。 

 (10) （略） 

  (11) （略） 

  (12) （略） 

 (13) （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

第４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (13) 戸籍、住民基本台帳および印鑑登録に関すること。 

 (14) ～ (15) （略） 

５ （略） 

 (1) ～ (8) （略） 

 

 (9) （略） 

  (10) （略） 

  (11) （略） 

 (12) （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

第４条 （略） 
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議案第７７号                                      主要改正点 

  ・外国人に対する生活保護の措置に関する事務等を処理するために利用することができる特

定個人情報に、進学準備給付金に関するものを加えたこと。 

  大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例 

 

新旧対照表 

 

新  旧 

   

本則 （略） 

 

別表第１ （略） 

 

別表第２（第４条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

市長 

  
  

  

(7) 外国人に対する生活保護の措置に

関する事務であって規則で定めるも

の 

 

 

 

(8) 生活保護法による保護の

実施または就労自立給付金

もしくは進学準備給付金の

支給に関する情報（以下「生

活保護関係情報」という。）

であって規則で定めるもの 
 
 

 
  
  

  

 

 

 

 本則 （略） 

 

別表第１ （略） 

 

別表第２（第４条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

市長 

  
  

  

(7) 外国人に対する生活保護の措置に

関する事務であって規則で定めるも

の 

 

 

 

(8) 生活保護法による保護の

実施または就労自立給付金

の支給に関する情報（以下

「生活保護関係情報」とい

う。）であって規則で定める

もの 
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議案第７８号                                      主要改正点 

  ・管理職員特別勤務手当の支給について規定したこと。 

  大東市に勤務する企業職員の給与の種類および基準に関する条例  新旧対照表 
 

新  旧 

   

第１条 （略） 

（給与の種類） 

第２条 （略） 

２ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、通勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、

期末手当、勤勉手当および退職手当とする。 

（給料） 

第３条 給料は、正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、手当を除いたものと

する。 

２ （略） 

第４条 ～ 第６条 （略） 

（特殊勤務手当） 

第７条 特殊勤務手当は、職員が特殊な勤務に従事しその勤務に対する給与について、こ

れを給与に組み入れることが困難または不適当な事情があるときは、業務能率および技

能の高揚に応ずるように定めるものを支給することができる。 

（時間外勤務手当） 

第８条 時間外勤務手当は、正規の勤務時間以外の時間に勤務することを命ぜられた職員

に対して、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間について支給する。 

第９条 （略） 

（休日勤務手当） 

第１０条 職員には、正規の勤務日が休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第 

 １７８号）に規定する休日（以下この項において「祝日法による休日」という。）および

年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日までの日をいい、祝日法による休日

を除く。）をいい、代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務

 第１条 （略） 

（給与の種類） 

第２条 （略） 

２ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、特殊勤務手当、時間外勤

務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、通勤手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当およ

び退職手当とする。 

（給料） 

第３条 給料は、正規の勤務時間による勤務に対する報酬であつて、手当を除いたものと

する。 

２ （略） 

第４条 ～ 第６条 （略） 

（特殊勤務手当） 

第７条 特殊勤務手当は、職員が特殊な勤務に従事しその勤務に対する給与について、こ

れを給与に組入れることが困難または不適当な事情があるときは、業務能率および技能

の高揚に応ずるように定めるものを支給することができる。 

（時間外勤務手当） 

第８条 時間外勤務手当は、正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員に対して、

正規の勤務時間をこえて勤務した全時間について支給する。 

第９条 （略） 

（休日勤務手当） 

第１０条 職員には、正規の勤務日が休日にあたつても、正規の給与を支給する。 

 

 

 

admin
タイプライターテキスト
-10-                                                                                           -11-



新  旧 

   

した職員にあっては、当該休日に代わる代休日をいう。以下同じ。）に当たっても、正規

の給与を支給する。 

２ （略） 

第１１条 （略） 

（宿日直手当） 

第１２条 宿日直手当は、宿直勤務または日直勤務を命ぜられた職員に、その回数に応じ

て支給する。 

（管理職員特別勤務手当） 

第１２条の２ 管理職員特別勤務手当は、第４条の規定に基づき管理職手当を支給される

職員（次項において「管理職員」という。）が臨時または緊急の必要その他の公務の運営

の必要により週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。）または休日（次項において「週

休日等」という。）に勤務した場合に、当該職員に対して支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理職員が災害への対処その他の臨時または緊急の必要

により週休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間であって正規の勤務時間以外

の時間に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

第１３条 ～ 第１４条 （略） 

（退職手当） 

第１５条 （略） 

２ 在職期間中に地方公務員法第２９条の規定による懲戒免職の処分を受けるべき行為を

したと認められる者に係る退職手当については、管理者が定める手続を経て、支払われ

る前にあってはその支給を制限し、支払われた後にあっては返納または納付させること

ができる。 

３ （略） 

４ 勤続期間１２か月以上（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第２３条第２項に規

定する特定受給資格者に相当する者として管理者が定めるものにあっては、６か月以上）

で退職した職員（次項または第６項の規定に該当する者を除く。）が退職の日の翌日から

起算して１年の期間（管理者が指定する者については、管理者が指定する期間）内に失業

 

 

２ （略） 

第１１条 （略） 

（宿日直手当） 

第１２条 宿日直手当は、職員が宿直勤務または日直勤務を命ぜられた職員に、その回数

に応じて支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３条 ～ 第１４条 （略） 

（退職手当） 

第１５条 （略） 

２ 在職期間中に地方公務員法第２９条の規定による懲戒免職の処分を受けるべき行為を

したと認められる者に係る退職手当については、管理者が定める手続を経て、支払われ

る前にあつてはその支給を制限し、支払われた後にあつては返納または納付させること

ができる。 

３ （略） 

４ 勤続期間１２か月以上（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第２３条第２項に規

定する特定受給資格者に相当する者として管理者が定めるものにあつては、６か月以上）

で退職した職員（次項または第６項の規定に該当する者を除く。）が退職の日の翌日から

起算して１年の期間（管理者が指定する者については、管理者が指定する期間）内に失業
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新  旧 

   

している場合において、その者が同法に規定する基本手当の額に達する退職手当の支給

を受けていないときは、その差額に相当する金額を同法の規定による基本手当の支給の

条件に従い、退職手当として支給する。 

５ 勤続期間６か月以上で退職した職員（次項の規定に該当する者を除く。）であって、そ

の者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第３７条の２

第１項に規定する高年齢被保険者に該当するものが退職の日後失業している場合におい

て、その者が同法に規定する高年齢求職者給付金の額に達する退職手当の支給を受けて

いないときは、その差額に相当する金額を同法の規定による高年齢求職者給付金の支給

の条件に従い、退職手当として支給する。 

６ 勤続期間６か月以上で退職した職員であって、雇用保険法第４条第１項に規定する被

保険者とみなしたならば同法第３８条第１項に規定する短期雇用特例被保険者に該当す

るものが退職の日後失業している場合において、その者が同法に規定する特例一時金の

額に達する退職手当の支給を受けていないときは、その差額に相当する金額を同法の規

定による特例一時金の支給の条件に従い、退職手当として支給する。 

７ （略） 

第１５条の２ ～ 第１６条の２ （略） 

（給与の減額） 

第１７条 職員が、正規の勤務日または勤務時間中において勤務しないときは、管理者の

承認のあった場合を除き、その勤務しない日または時間につき、給与を減額する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため

１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務しないことをい

う。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

第１８条 ～ 第１９条 （略） 

 

 

 

している場合において、その者が同法に規定する基本手当の額に達する退職手当の支給

を受けていないときは、その差額に相当する金額を同法の規定による基本手当の支給の

条件に従い、退職手当として支給する。 

５ 勤続期間６か月以上で退職した職員（次項の規定に該当する者を除く。）であつて、そ

の者を雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第３７条の２

第１項に規定する高年齢被保険者に該当するものが退職の日後失業している場合におい

て、その者が同法に規定する高年齢求職者給付金の額に達する退職手当の支給を受けて

いないときは、その差額に相当する金額を同法の規定による高年齢求職者給付金の支給

の条件に従い、退職手当として支給する。 

６ 勤続期間６か月以上で退職した職員であつて、雇用保険法第４条第１項に規定する被

保険者とみなしたならば同法第３８条第１項に規定する短期雇用特例被保険者に該当す

るものが退職の日後失業している場合において、その者が同法に規定する特例一時金の

額に達する退職手当の支給を受けていないときは、その差額に相当する金額を同法の規

定による特例一時金の支給の条件に従い、退職手当として支給する。 

７ （略） 

第１５条の２ ～ 第１６条の２ （略） 

（給与の減額） 

第１７条 職員が、正規の勤務日または勤務時間中において勤務しないときは、管理者の

承認のあつた場合を除き、その勤務しない日または時間につき、給与を減額する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため

１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務しないことをい

う。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当りの給与額を減額して給与を支給する。 

第１８条 ～ 第１９条 （略） 
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議案第７９号                                      主要改正点 

  ・大東市議会議員の選挙における候補者が、選挙運動のために使用するビラの作成に係る公

費負担の限度額等を定めたこと。 

  大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例       新旧対照表 
 

新  旧 

   

大東市議会議員および大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関す 

る条例 

 

（目的） 

第１条  この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）第 

１４２条第１１項の規定に基づき、大東市議会議員および大東市長の選挙における同条

第１項第６号のビラ（以下「ビラ」という。）の作成の公費負担について、必要な事項を

定めることを目的とする。 

 （ビラの作成の公費負担） 

第２条  大東市議会議員および大東市長の選挙における候補者（以下「候補者」という。）

は、７円５１銭にビラの作成枚数（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６号に定める

枚数を超える場合にあっては、同号に定める枚数）を乗じて得た金額の範囲内で、前条の

ビラを無料で作成することができる。ただし、当該候補者に係る供託物が法第９３条第

１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定により大東市に帰属することと

ならない場合に限る。 

第３条 ～ 第５条 （略）  

 

 

 

 

 

 大東市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例 

 

 

（目的） 

第１条  この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）第 

１４２条第１１項の規定に基づき、大東市長の選挙における同条第１項第６号のビラ（以

下「ビラ」という。）の作成の公費負担について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（ビラの作成の公費負担） 

第２条  大東市長の選挙における候補者（以下「候補者」という。）は、７円５１銭にビラ

の作成枚数（当該作成枚数が法第１４２条第１項第６号に定める枚数を超える場合にあ

っては、同号に定める枚数）を乗じて得た金額の範囲内で、前条のビラを無料で作成する

ことができる。ただし、当該候補者に係る供託物が法第９３条第１項（同条第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定により大東市に帰属することとならない場合に限る。 

 

第３条 ～ 第５条 （略）  
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